
 

 調査票‐1

在宅医療の提供と連携に関する実態調査 

訪問看護ステーション調査票 

Ⅰ．事業所の概要 
設問Ⅰ‐1.所在地、事業の開始時期、開設主体等        2008 年 7 月現在 

都道府県名 市区町村名  
 
(1) 事業所の所在地 

 

所在地の介護保険区分（該当する番号に○） 
1 特別区   2 特甲地   3 甲地    4 乙地     
5 その他   6 特別地域 

訪問看護事業の開始 （西暦）     年    月 (2)事業の開始時期 

介護保険事業所の指定 （西暦）     年    月 
 
(3)開設主体 
（該当する番号に 

１つだけ○） 

1. 公立⇒該当項目に○（都道府県・市区町村・広域連合及び一部事務

組合） 
2. 日赤・社会保険関係団体    3. 医療法人  
4. 医師会            5. 看護協会 
6. 4,5 を除く社団法人、財団法人 
7. 社会福祉協議会（社協）        8.社会福祉法人（社協以外） 
9. 協同組合および連合会     10. 営利法人  

11. NPO 法人                     12. その他（        ） 
(4)平均的な移動時間

（１つだけ○） 
※通常の交通手段を用いた場合（ステーション⇔利用者宅） 
1. 15 分未満      2. 15～30 分未満     3. 30～45 分未満 
4. 45～60 分未満    5. 60 分以上  

(5)同一法人の 
併設医療機関 

1. 併設あり⇒該当項目に○（病院のみ・診療所のみ・両方） 2. なし 

(6)同一法人の 
併設事業 

 
 
 
 
 
 

（どちらかに○） 
1. 併設事業あり         2. 併設事業なし 

   ↓ 
SQ 実施している併設事業（該当する番号に○。複数可） 
1 訪問介護   2 訪問入浴介護  3 訪問リハ（医療機関）  
4 通所介護  5 通所リハ     6 福祉用具貸与  
7 居宅療養管理指導  8 短期入所生活介護  9 短期入所療養介護 

10 認知症対応型グループホーム 11 ケアハウス   12 居宅介護支援

13 地域包括支援センター  14 小規模多機能事業所 
15 特養  16 老健  17 その他（              ） 

 

 

２．調査票 



 

 調査票‐2

設問Ⅰ‐2．貴事業所の届出加算項目についてお答えください。（2008 年 7 月） 

【届出ありの場合のみご回答ください】 
24 時間対応の担

当スタッフ人数 

 
加算項目 

届出の 
有無 

（どちら

かに○）

算定（保険

請求）有無

 自宅 
待機 

事業所

待機 

スタッフ 
１人当たりの月

平均実施日数 

①重症者管理加算 あり 

なし 
あり・なし    

②24 時間連絡体制加算 あり 

なし 

あり・なし 
医
療
保
険 

③24 時間対応体制加算 あり 

なし 

あり・なし 

④緊急時訪問看護加算 あり 

なし 
あり・なし 

人

 

 

 

 

 

人 日／月
介
護
保
険 

⑤特別管理加算 あり 

なし 
あり・なし  

 
設問Ⅰ‐3．24 時間体制に関する加算（上記の②③④）を届け出しているステーショ

ンにお伺いします。24 時間体制をどのようにつくりましたか。 
（当てはまる番号全てに○） 

① 看護職員を増員した 
② 看護職員は増員せず、ローテーションにより体制づくりをした 
③ 同一法人内の医療機関との連携を強化した 
④ 地域の医療機関との連携を強化した 
⑤ 在宅療養支援診療所との連携を強化した 
⑥ 地域の 24 時間ネットワークシステムを活用した 
⑦ その他（具体的内容：                        ） 

 
設問Ⅰ‐4．24 時間対応に関する加算（上記の②③④）を届け出していないステーシ

ョンにお伺いします。届出を行わない主な理由を選んでください。 
（当てはまる番号全てに○） 

① 24 時間体制に対応する人員を増やせないから 
② 同一法人内に往診や在宅医療を行う医療機関がないから 
③ 地域に在宅医療を行う医療機関がないから 
④ 地域に 24 時間 365 日対応可能な在宅療養支援診療所がないから 
⑤ 24 時間対応できる他のステーションがあるため必要がないから 
⑥ その他（                            ） 
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Ⅱ．従事者の状況 ※休職者は除いた実人数を（常勤換算はせず）ご記入ください。人員

が０人の場合は、空欄ではなく「０」とご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職  種 総数（①＋②） 常勤①（うち、兼務） 非常勤② 
（1）保 健 師 人 人（  人） 人

（2）助 産 師 人 人（  人） 人

（3）看 護 師 人 人（  人） 人

（4）准看護師 人 人（  人） 人

（5）理学療法士（PT） 人 人（  人） 人

（6）作業療法士（OT） 人 人（  人） 人

（7）言語療法士（ST） 人 人（  人） 人

（8）その他の職員 人 人（  人） 人

合  計 人 人（  人） 人

〔再掲〕介護支援専門員 人 人（  人） 人
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Ⅲ．利用者の状況 

2008 年７月提供分の訪問看護療養費の明細書等を参考に、下の表に該当する人数

をご記入ください。なお、医療・介護保険併用の利用者については、各保険別にそ

れぞれ計上してください。 
 
設問Ⅲ‐1．医療保険利用者数 

（1）基本療養費別 

医療保険利用者総数  人

訪問看護療養費Ⅰ  人

訪問看護療養費Ⅱ  人

訪問看護療養費Ⅲ  人

高専賃・有料老人ﾎｰﾑ・養護老人ﾎｰﾑ・軽費老人ﾎｰﾑ  人

認知症対応型グループホーム  人

特定施設（外部利用含む）  人

基
本
療
養
費
項
目
別 

【Ⅲの内訳】 
訪問先 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）  人

（2）主な疾患別 
 医療保険 

利用者総数 

①＋②＋③＋④ 

厚生労働大

臣の定める

疾病 

① 

末期の 

悪性腫瘍 

② 

精神科 

疾患 

③ 

その他 

 

④ 

利用者数 人 人 人 人 人

 
設問Ⅲ－2． 介護保険利用者数 

要介護度（*経過要介護を含む）  

 

総 数 要支援

1・2 1* 

 

2 3 4 5 

申請中

など 

介護保険 

利用者数 

 

人 人 人 人

 

人

 

人 

 

人 人

  
訪問看護費 20 分未満（夜間、早朝、深夜の場合） 延べ   回 

 
（2）病院から退院してくる患者や家族は、事前に十分な指導や準備を経て、在宅に移行

していると思いますか。当てはまる番号を選んでください。（1 つだけ○） 

①そう思う   ②ややそう思う  ③あまりそう思わない  ④そう思わない  

⑤わからない 
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Ⅵ．主治医との連携 
設問Ⅵ‐1．訪問看護指示書を交付された医療機関種類別の施設数 
交付元の医療機関種類 施設数 
総 数（①＋②＋③）       施設

 【再掲】同一法人内の医療機関       施設

病 院①       施設

うち、在宅医療支援病院       施設

診療所②（=④＋⑤）       施設

  うち、在宅医療支援診療所④       施設

うち、在宅医療支援診療所でない診療所⑤（⑥+⑦）       施設

    －訪問診療・往診あり⑥       施設

    －訪問診療・往診なし⑦       施設

介護老人保健施設③       施設

 

 

（1）主治医との連携は全般にうまくいっていますか。当てはまる番号を選んでください。

（1 つだけ○） 

①そう思う   ②ややそう思う ③あまりそう思わない ④そう思わない  

⑤わからない 

 

 

 -SQ．③④に回答した方は、その理由をご記入ください。 
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（2）医療機関種類別の連携度について、当てはまる番号を選んでください。 

 

 ア．日常的な連携（それぞれ１つだけ○） 

 連
携
で
き
て
い
る 

や
や
連
携
で
き
て

い
る 

あ
ま
り
連
携
で
き

て
い
な
い 

連
携
で
き
て
い
な

い ど
ち
ら
と
も
い
え

な
い 

関
わ
り
が
な
い 

①病 院（在宅医療支援病院を除く） １ ２ ３ ４ ５ 6 

②同一法人内の医療機関 １ ２ ３ ４ ５ 6 

③在宅医療支援診療所・在宅医療支援病院 １ ２ ３ ４ ５ 6 

④訪問診療・往診を行っている診療所（※③を除く） １ ２ ３ ４ ５ 6 

⑤訪問診療・往診を行っていない診療所 １ ２ ３ ４ ５ 6 

⑥介護老人保健施設 １ ２ ３ ４ ５ 6 

 

 イ．状態変化時の連携（それぞれ１つだけ○） 

 連
携
で
き
て
い
る 

や
や
連
携
で
き
て

い
る 

あ
ま
り
連
携
で
き

て
い
な
い 

連
携
で
き
て
い
な

い ど
ち
ら
と
も
い
え

な
い 

関
わ
り
が
な
い 

①病 院（在宅医療支援病院を除く） １ ２ ３ ４ ５ 6 

②同一法人内の医療機関 １ ２ ３ ４ ５ 6 

③在宅医療支援診療所・在宅医療支援病院 １ ２ ３ ４ ５ 6 

④訪問診療・往診を行っている診療所（※③を除く） １ ２ ３ ４ ５ 6 

⑤訪問診療・往診を行っていない診療所 １ ２ ３ ４ ５ 6 

⑥介護老人保健施設 １ ２ ３ ４ ５ 6 
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設問Ⅳ‐２．介護支援専門員との連携 

 

（1）介護支援専門員との連携は、全般にうまくいっていますか。（1 つだけ○） 

①そう思う   ②ややそう思う ③あまりそう思わない ④そう思わない  

⑤わからない 

 

-SQ．③④に回答した方は、その理由をご記入ください 

 

 
 

（2）以下のア～エの連携度について、当てはまる番号を選んでください。（１つだけ○） 

 連
携
で
き
て
い

る や
や
連
携
で
き

て
い
る 

あ
ま
り
連
携
で

き
て
い
な
い 

連
携
で
き
て
い

な
い 

ど
ち
ら
と
も
い

え
な
い 

関
わ
り
が
な
い 

ア. ステーションからの日常的な患者の情報提供 １ ２ ３ ４ ５ 6 

イ. 介護支援専門員からの日常的な患者の情報提供 １ ２ ３ ４ ５ 6 
ウ. 状態変化時の（双方向の）連絡 １ ２ ３ ４ ５ 6 

 
設問Ⅳ‐３．その他の施設等との連携 

 

以下のア～ウの各種施設との連携について、当てはまる番号を選んでください。  

（１つだけ○） 

 連
携
で
き
て
い
る 

や
や
連
携
で
き

て
い
る 

あ
ま
り
連
携
で

き
て
い
な
い 

連
携
で
き
て
い

な
い 

ど
ち
ら
と
も
い
え

な
い 

関
わ
り
が
な
い 

ア. 特別養護老人ホーム １ ２ ３ ４ ５ 6 

イ.  介護老人保健施設 １ ２ ３ ４ ５ 6 
ウ. 有料老人ホーム・ケアハウスなどの居住系施設 １ ２ ３ ４ ５ 6 

 
設問Ⅳ‐４．地域包括支援センターとの連携 

 

（1）地域包括支援センターとの連携は、全般にうまくいっていますか。（1 つだけ○） 

①そう思う   ②ややそう思う ③あまりそう思わない ④そう思わない  

⑤わからない 

 

-SQ．③④に回答した方は、その理由をご記入ください 
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設問Ⅴ．サービス担当者会議について 
 
設問Ⅴ－1．サービス担当者会議（ケア・カンファレンス）の開催状況（１つだけ○） 

①ほとんどのケースで開催されている 
②必要なケースのみ開催されている 
③あまり開催されていない       
④全く開催されていない 
 
設問Ⅴ‐2．サービス担当者会議（ケア・カンファレンス）の参加状況（１つだけ

○） 
① 担当者が必ず参加している 
② 担当者に限らないが、必ずスタッフが参加している 
③ 日程の調整がつく場合に、担当者が参加している 
④ 日程の調整がつく場合に、担当者に限らないがスタッフが参加している 
⑤ あまり参加していない 

 
設問Ⅴ‐３．サービス担当者会議（ケア・カンファレンス）以外の地域会議 

今年度、ステーション職員が参加した会議の種類を選んでください。 
（当てはまる番号全てに○） 

① 地域ケア会議 
② 在宅に関する研修会   
③ 認定審査会    
④ ケア勉強会 
⑤ 各種連絡会 
⑥ 事業運営会議（地域包括支援センター含む） 
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Ⅵ． 医療保険の各種加算の算定状況 
設問Ⅵ‐1．「退院支援指導加算」の算定は、2008 年 4 月から 7 月末までにありまし

たか（１つだけ○）。 
①算定はあった             ②算定はなかった 

 
設問Ⅵ‐2．「在宅患者連携指導加算」の算定は、2008 年 4 月から 7 月末までにあり

ましたか。 
①算定はあった             ②算定はなかった 

         
SQ②算定していない主な理由を選ん

でください。（１つだけ○） 
 

a.主治医からの呼びかけがない  
b.参加しない事業所があるため 
c.業務多忙で連携が困難 
d.その他

（              ） 

SQ①-1．関係機関との連携に変化があ

りましたか。 
a.連絡の頻度が増えた  
b.連絡の頻度が減った 
c.特に変わりなし 
d.わからない 

SQ①-2．本加算が請求できることで生じた変

化を選んでください。（全てに○） 
a.関係機関との連絡がしやすくなった

b.関係機関との連携が密になった 
c.適切なケアが行えるようになった 
d.その他 
（                ）

e.特にない 

 

 
 
 
 
 
 

SQ①退院日に合わせて訪問することで、

患者の在宅移行に効果が見られてい

ますか。 
a.そう思う  
b.特に変わりはない 
c.わからない 

SQ②算定していない理由を選んでくだ

さい。 
 

a.対象となる患者がいない 
b.業務が多忙のため日程調整が困難 
c.その他（            ）
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設問Ⅵ‐3．医療関係職種が一堂に会するカンファレンスの開催を評価する「在宅緊

急時等カンファレンス加算」の算定は、2008 年 4 月から現在までの期間

にありましたか（どちらかに○）。 
①算定はあった              ②算定はなかった 

         
SQ②.算定していない主な理由を選んで

ください。（１つだけ○） 
 

a.主治医からの呼びかけがない  
b.参加しない事業所があるため 
c.業務多忙で連携が困難 
d.その他（            ）

SQ①-1. 
今年度に入ってからの緊急時のカ

ンファレンス開催頻度について（１

つだけ○） 
a.増えた  
b.減った 
c.特に変わりなし 
d.わからない 

SQ①-2.本加算が請求できることで生じた変

化を選んでください。（全てに○） 
a.カンファレンスを召集しやすくなった 
b.医師（医療機関）の参加が増えた 
c.適切なケアが行えるようになった 
d.日常的な連携が以前より密になった 
e.その他 
（                ）

f.特にない 
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Ⅶ． 訪問看護ステーションの課題 

設問Ⅶ‐1．サービス提供上の主な課題を 2 つ選んでください。 
① 利用者が少ない（増えない） 
② 重度の患者が増えている 
③ 新規の利用希望に対応できない 
④ 訪問看護サービスの内容が理解されていない 
⑤ 利用者の自己負担を抑えるためサービスを制限されることがある 
⑥ 認知症への対応 
⑦ 在宅看取りへの対応 
⑧ カンファレンスや情報提供のための時間の確保 
⑨ 情報提供等の書類作成時間の確保 
⑩ その他（                             ）

⑪ 特にない 

設問Ⅶ‐2．運営上の主な課題を 2 つ選んでください。 
① 看護職員の確保 
② 兼務の負担が大きい 
③ 24 時間体制の負担が大きい 
④ 経営収支が赤字である 
⑤ 主治医との連携が円滑にいかない 
⑥ その他（                           ） 
⑦ 特にない 

設問Ⅶ‐3．地域の在宅医療の充実のために必要と思う項目を選んでください。 

（当てはまる番号全てに○） 

① 患者や家族の訪問看護に対する理解の向上 

② 訪問看護従事者の人材育成 

③ 24 時間体制に協力可能な医師の存在 

④ 緊急時の入院・入所等の受入れのための病床確保 

⑤ 地域の介護・保健・福祉サービスの充実 

⑥ 入院患者が円滑に在宅移行できるような病院の取り組み 

⑦ 連絡協議会や在宅研修会など、地域の多職種多機関の連携促進の場を増やす 

⑧ 診療報酬（医療保険）の評価 

⑨ 介護報酬の評価 

⑩ その他（                            ） 

ご協力ありがとうございました。 
《お問い合わせ》日本医師会総合政策研究機構 電話 03-3942-7192  


